
（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 

（  小国支援   ）学校 令和２年度（２０２０年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
児童生徒一人一人の個性と特性に応じた適切な指導を行い、調和のとれた心豊かなたくましい児
童生徒を育成する。 

 

２ 本年度の重点目標 

ア 児童生徒一人一人の実態に応じたきめ細かな指導 

イ 児童生徒の教育的ニーズに応じた教育環境の工夫 

ウ 地域の教育力を活用したキャリア教育の推進 
エ 学校改革の推進及び活性化 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 
 
学校 
経営 
 

学校教育
目標及び
重点目標
の周知と
具現化。 
 
 
 
 
 

学校教育目標及び
重点目標にそった
教育ができたか。 
 
 
 
 
 

全職員が学校
教育目標及び
重点目標を共
有し、それぞれ
の教育活動に
反映させる。 
 
 
 

①一人一人の教
育的ニーズを
把握し、適切な
目標設定、評価
を行う。 

②児童生徒の卒
業後の姿を見
据え、自立と社
会参加を目指
した指導支援
を行う。 

Ｂ ①保護者からの聞き
取り、学校での見取
りを複数で行い、個
別の指導計画、個別
の教育支援計画に
生かすことができ
た。 

②小学部の段階から
仕事体験や現場実
習を通して、自立と
社会参加を目指し
た授業を行った。今
後も、関係機関と連
携しながら進めて
いく。 

地域の人
材活用や
事業所と
の連携 
 
 
 
 

地域の人材を活用
した教育活動が展
開できたか。 

地域の方々と
交流を行い、地
域のことを知
ったり、本校の
教育活動につ
いて啓発する。 
 
 

地域の教育力
を活用して小国
郷について知り、
また、授業にゲス
トティーチャー
として参加して
いただくことで
本校の教育活動、
児童生徒への理
解啓発を行う。 

Ａ 小学部では、坂本善
三美術館の学芸員の
指導の下、制作を行っ
た。中学部では、７月
豪雨で被害の大きか
った杖立温泉の旅館
の方にテレビ電話を
活用してインタビュ
ーを行い、被害につい
て知ることができた。
高等部はＳＤＧｓの
学習において役場の
方においでいただき
説明をいただいた。 

保護者及
びサポー
トセンタ
ー悠愛と
の連携 
 
 

保護者・サポート
センター悠愛・学
校間における協
力関係を構築す
ることができた
か。 
 

保護者との関
係において、学
校評価アンケ
ートのコミュ
ニケーション
の項目「そう思
う」「ほぼそう
思う」を９０％
を目指す。 
サポートセン
ター悠愛との
関係において
、学校評価ア
ンケートのコ
ミュニケーシ
ョンの項目「
そう思う」「
ほぼそう思う
」を９０％を
目指す。 

①悠愛を利用す
る児童生徒に
関する教育支
援懇談会を状
況を見ながら
年２回をめど
に実施する。 

②月１回、悠愛と
の連絡会を実
施する。 

③必要に応じて
家庭訪問や面
談等を実施し、
保護者との直
接対話を行う。 

④保護者への情
報提供を便り
やメール等で
定期的に行う。 

Ａ 担任等を通して連
絡帳や電話連絡、通信
の配付、小国支援カッ
プへの保護者の参加
を呼びかけるなど、授
業や指導の様子を参
観できるようにした。  
学校評価アンケート
のコミュニケーショ
ンの項目「そう思う」
「ほぼそう思う」は９
７％であった。また悠
愛との連携について、
担任と悠愛職員との
丁寧な対話、連携を行
ったことで、学校評価
アンケートのコミュ
ニケーションの項目「
そう思う」「ほぼそう
思う」の評価は８７％
と昨年度と変わらな
かったが、「そう思う
」の割合が増加した。 



業務改善
の推進 
 

働き方改革の推進
を図ることができ
たか。 

年間通して、随
時確認し、子ど
もと向き合う
時間の確保を
図る。 
 

・毎月末、時間外
勤務の時間を確
認し、必要に応じ
て面談等を実施
する。 
・ワークシェア
やプランニング
ウィークを活用
し、子どもと向き
合う時間の確保
を図る。 

Ｂ 年間通して、月２回
のアフターファイブ
完全実施日を水曜日
から木曜日に変更し
た。１７時３０分頃ま
でに退勤する職員が
大半になった。 
プランニングウィ

ーク（会議等をしない
）を通知票提出前や個
別の指導計画等作成
前などに１週間ずつ
設けたことで、集中し
て取り組むことがで
き、その期間の超過勤
務時間も減った。 
業務の平準化を目

指し、各学部で指導時
間をやりくりし、業務
に充てる時間を確保
するなど工夫してい
る。 

学校改革 不祥事防止及び不
適切指導防止の徹
底ができたか。 

・周りから見
られた自分の
姿を常に意識
する。 
・子どもの心
に寄り添った
指導支援を行
う。 
 

・不祥事防止研
修を行い、自分事
として捉えられ
るようにする。 
・振り返りチェ
ックシートを活
用し、定期的に自
分の指導を振り
返る。 

Ｂ 不祥事防止研修を
行いグループ毎に考
え、共有することで意
識を高めることがで
きた。 

また、「指導支援振
り返り表」において確
認を行った「〇（でき
ている）」は、「人権
に配慮した言葉遣い」
１００％、「体調面、
安全面の配慮」９６％
、「障害特性を理解し
た指導」９５％であり
、子どもに寄り添った
指導を行うことがで
きていた。 

授業 
の充実 
 

教育的ニ
ーズに応
じたきめ
細やかな
指導の充
実 
 

学習指導要領に基
づいた教科学習・
自立活動の充実を
図ることができた
か。 
 

学習指導要領
に基づいた各
教科・自立活
動の目標・内
容を設定する
。 
 

学習指導案に、
学習指導要領か
らの目標・内容を
明記し、根拠を明
らかにして学習
に取り組むよう
にする。 

Ｂ 学習指導案の新様
式導入に伴い、教師そ
れぞれが学習指導要
領を十分に確認した
上で目標や内容を設
定することが徹底さ
れた。結果として根拠
に基づいた指導内容
を設定することがで
きた。 

教育課程
の改善 

学習評価の充実と
カリキュラム・マ
ネジメントの充実
を図ることができ
たか。 
 
 
 

観点別評価に
よる学習評価
を行い、授業
の改善を図る
とともに、学
習評価を教育
課程改善に生
かす。 
 
 
 

①観点別評価の
様式を活用し、
学習評価を行
う。 

②年２回の職員
アンケートと
教育課程検討
委員会（８月以
降５回開催）に
より教育課程
の検討を行う。 

Ｂ 観点別評価の様式
を設定したが、活用し
た学習評価の徹底は
できなかった。次年度
は、改めて観点別評価
に関する研修を早い
時期に計画し、改善を
図る。 

職員アンケートや
学部会での検討内容
を基に検討委員会を
開催した。教育課程が
現在在籍する児童生
徒の実態に合ってい
るかの内容の検討を
行い実施した。今後も
改善を行っていく。 

 
 
 
 



自立活動
の指導の
充実 
 

ＰＤＣＡサイクル
による自立活動の
指導計画作成と評
価の実施を行うこ
とができたか。 

適切な実態把
握と学習指導
要領に基づい
た目標・指導
内容の設定を
行う。 
 

①課題関連図を
作成し、複数の
教師による多
面的な実態把
握を行う。 

②自立活動目標
設定シートに
よる学習指導
要領の指導内
容項目の整理
を行う。 

Ｂ 職員全員で、児童生
徒一人一人の自立活
動の目標や指導内容
について検討した。複
数の職員の目が入る
ことで、より正確な実
態把握が行えたり、具
体的な指導場面や方
法について検討した
りすることができた。 

個別の教育支
援計画・個別
の指導計画に
よる計画性・
系統性のある
評価の実施 

①具体的な到達
目標を設定し、
個別の教育支
援計画・個別の
指導計画によ
る評価を行う。 

②学習評価を次
期の指導計画・
目標の改善に
生かす。 

Ｂ 目標設定にあたっ
ては、学部職員全員で
検討を行い、具体的な
目標設定を行った。検
討は年度途中から取
り組んだため、１年間
を通して十分なＰＤ
ＣＡサイクルを実施
することはできなか
ったが、今後も継続し
ていく。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

キャリア
教育の推
進 
 

充実した進路指導
を行うことができ
たか。 

生徒一人一人
の多様なニー
ズに応じた進
路指導を実施
する。 
 
 

①多様なニーズ
に応じた校内・
現場実習の事
業所開拓およ
び進路開拓を
行う。 

②高等部３年生
については、保
護者および関
係機関と連携
を密にし、早期
の進路決定を
図ると共に、卒
業後の支援体
制を確立する。 

③最新の進路情
報の収集を図
り、進路ニュー
スや校内掲示
等で生徒、保護
者、職員への情
報提供を定期
的に行う。 

Ｂ ①６つの事業所で新
規の現場実習を行
うことができた。ま
た、そのうちの３つ
を高等部３年生の
進路先とすること
ができた。 

②今年度は、前期実習
が中止になり、夏季
休業中に高等部３
年生のみ臨時実習
を行うことになっ
た。おおむね希望の
進路実現へとつな
がった。卒業後の利
用に向けての手続
き等も、保護者と連
絡を密にし、進める
ことができた。 

③進路ニュースでは、
阿蘇郡市の就労先
例を職種に応じて
記載するなどの情
報を載せることが
できた。発行の回数
は今後も課題とな
る。 

キャリア教育の授
業実践ができたか
。 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動を蓄積す
るための様式
の工夫を行い、
キャリアパス
ポートを作成
する。 
 
 
 
 
 

キャリアパス
ポートについて
の職員研修を行
い、よりよい様式
を作成する。ま
た、今年度の取組
を経て、職員から
作成にかかる改
善点などを聞き
取り今後のキャ
リアパスポート
の基礎を作って
いく。 

Ｂ 年度初めにキャリ
アパスポートについ
ての職員研修を行い、
本校での書式の説明
を行うことができた。
年度末にまとめ、今後
に向けて改善等を行
っていく。 

 
 

進路指導に係る専
門性の向上を図る
ことができたか。 
 
 
 

 

効果的な職員
研修の実施 

①福祉サービス
の内容や利用
方法など、職員
のニーズに応
じた研修を実
施する。 

②施設や事業所
見学を職員研

Ｂ ①職員向けの進路研
修では、グループホ
ームについての研
修を行い、職員の専
門性の向上を図っ
た。 

②少人数での見学が
可能な事業所等に



修で実施し、職
員の持てる情
報の拡大を図
り保護者への
情報提供も行
っていく。 

ついては、保護者に
情報提供し、個別で
の見学等を行った。 

生徒 
(生活) 
指導 

安全教育
の充実 

職員の児童生徒理
解と安全意識の向
上が図れたか。 

所属学部以外
の児童生徒に
ついても理解
を深め、適切
な対応を図る
。 

情報交換の場
として児童生徒
理解研修を設定
すると共に、児童
生徒の成長や環
境の変化に応じ
て共通理解が必
要な場合は、朝会
を活用して全職
員に適宜周知を
行う。 

Ａ 年度初めの休校期
間中に、長期の休校に
伴い不安定になる児
童生徒がいることも
考えられたため、児童
生徒理解研修を設定
し、全職員で児童生徒
に対する情報の共有
を行った。また、全体
での共通理解が必要
な情報に関しては、朝
会等を活用し迅速に
周知し、共通理解を図
った。 

児童生徒自身の安
全意識が向上した
か。 

①毎月の信号
週間の充実
を図る。 

②児童生徒自
身の交通安
全に対する
意識を高め
る。 

①小国警察署と
連携し、学習す
る場を設定す
る。 

②月に一度バス
通学生のマナ
ー指導を実施
し、登校指導の
際に出た課題
から指導内容
を決定し、実践
を交えた指導
を行う。 

③校外学習等を
実践の場とし、
指導の成果を
検証する。 

Ｂ ①毎月小国警察署の
御協力により、信号
の渡り方の指導を
実施した。その場で
指導していただい
たことで信号確認、
左右確認を行い安
全を意識して取り
組むことができた。 

②今年度は、左右確認
が不十分であると
いう課題が見られ
たことから、確認方
法等を実践を通し
て指導した。また、
交通量が多い場面
においては、一斉に
道路を渡るよう指
導したことで、安全
かつスムーズに渡
ることができた。 

児童生徒
会活動の
充実 

児童生徒の主体的
な活動の推進と児
童生徒会を活性化
することができた
か。 

①全校集会や
委員会活動
等の児童生
徒会活動に
おいて、児
童生徒自身
が持てる力
を発揮して
取り組む。 

②クリーン作
戦で地域に
赴き、学校
のＰＲと共
に地域との
交流の機会
を増やす。 

①活動ごとに教
職員と児童生
徒で内容や進
行等を見直し、
改善と工夫を
行う。また、児
童生徒が持て
る力を発揮し
て意欲的に取
り組むことが
できるよう、実
態に応じて縦
割り班を編制
する。 

②地元の広報に
依頼し、事前の
ＰＲを行う。ク
リーン作戦に
関しては、活動
範囲を広げ、地
域の方々と交
流する場を広
げる。 

Ｂ ①児童生徒の実態に
応じて活動内容や
役割分担を考えた
ことで意欲的に活
動に取り組むこと
ができた。また、児
童生徒で話し合い
をしたり、考えたり
する場面を設けた
ことで意識を高め
て活動に取り組む
ことができた。 

②校外の清掃活動や
花植えなどを通し
て、地域の方々とあ
いさつを交わした
り、「ありがとう」
という言葉かけを
いただくなど交流
することができた。 

人権教
育の推
進 

人権尊重
の精神に
立った学
校づくり
の推進 
 

人権教育研修の計
画的実施ができた
か。 

年間計画を作
成し、計画的
に研修を行う
とともに、必
要に応じて臨
時的な研修を

年間計画を職
員に周知し、研修
の意義を感じな
がら積極的に参
加できるように
する。 

Ｂ 校内研修を２回実
施（第３回を年度内に
実施する予定）し、新
型コロナウィルス感
染症に伴う新しい人
権課題から差別の構



行い、教職員
同 士 の OJT を
進める。 

造や実態について学
び、差別をなくすため
にどのようなことが
できるか一人一人が
考えたり、教科書無償
化や教科書から士農
工商が消えた事例か
ら部落差別について
理解を深めたりする
研修を実施した。 

保護者や地域への
啓発活動の推進が
できたか。 

小国郷地域の
授業研究会の
担当校として
、本校の人権
教育の取組を
地域へ発信す
るとともに、
保護者や隣接
する施設との
合同研究会等
の機会をもち
、共通の人権
意識をもつ。 

小国郷地域の
授業研究会に向
けて、全職員で取
り組む体制を作
る。 

人権教育の取
組を学校HPや便
り、人権作文集を
通して発信する。 

Ａ 小国郷人権教育授
業研究会の公開授業
担当校として、中学部
の進路学習の授業を
地域の小・中・高等学
校の先生を対象に公
開することができた。
本校の進路保障の取
組について、小学部・
中学部・高等部の系統
的な進路学習につい
て地域へ発信し、多く
の参加者から意見を
いただくことができ
た。また、本校職員の
半数が地域の小・中学
校の公開授業に参加
し、地域の人権教育の
取組について共有し、
学びを深める機会と
することができた。 

「命を大
切にする
心を育む
指導」の
充実 
 

自分の命をはじめ
、他人や他の生き
物の命を大切にす
る心の育成ができ
たか。 

全児童生徒が
命の尊さにつ
いて理解し、
自分のよさに
気づいたり友
だちや家族を
大事にしたり
する実践的行
動力を身に付
ける。 

①児童生徒の発
達段階に応じ
た学習を実施
する。 

②全校集会等で
命に関する学
習を実施した
り、個別に学習
を進めたりす
る。 

Ａ ①心のきずなを深め
る月間では、小学部
・中学部・高等部の
それぞれの発達段
階に応じた人権学
習に取り組み、人権
ポスター（全学部）
や人権標語（高等部
）の作成を行った。
人権週間では、小学
部で友だちの良い
ところについて互
いに紹介しあった
り、中学部では進路
学習で地域の事業
所等からの依頼を
仕事内容とする学
習を通して、自らの
スキルを高めたり
地域に貢献するこ
とで自己有用感を
高めたりすること
ができた。また、高
等部では、人権学習
の取組の中で、新型
コロナウイルス感
染症についての調
べ学習やそれに関
わる差別事象につ
いて考える学習を
通して、「小国支援
学校差別に負けな
い５つの宣言」を作
成した。さらに、小
国町人権フェステ
ィバルにおいて、地
域のケーブルテレ
ビで高等部による
発表を動画で放送



することで、地域へ
発信することがで
きた。 

②全校集会では、心の
きずなを深める月
間（６月）や人権週
間（１２月）におい
て、自分や友だちの
良さ、命の大切さに
ついて簡単な講話
を行ったり、世界人
権宣言の一部を国
連広報センターの
動画を活用しなが
ら紹介し、教育を受
ける権利について、
講話を行ったりす
ることができた。 

いじめ
の防止
等 

いじめ未
然防止 
 

互いを思いやる心
の育成といじめの
未然防止、気持ち
のよい元気なあい
さつをすることが
できたか。 

①心の教育の
充実を図る
。あいさつ
運動の充実
を図る。 

②児童生徒一
人一人の実
態と状況を
把握する。 

③児童生徒及
び保護者の
スマートフ
ォンやＳＮ
Ｓ等に対す
る危険性へ
の意識を高
める。 

①役員会による
毎日のあいさ
つ運動と学期
に１回のあい
さつ旬間で、児
童生徒同士が
コミュニケー
ションをとれ
るようにする。
また、縦割り班
で行う活動を
取り入れ、互い
を思いやる心
を育てる。 

②心のアンケー
トを年２回実
施すると共に
必要に応じて
個人面談を実
施する。アンケ
ート結果は、全
職員に周知す
る。 

③学期に１回、ス
マートフォン
やＳＮＳ等に
おける正しい
知識やマナー
教育を行う。 

 また、保護者に
向けてスマー
トフォン等に
おける意識調
査を実施し、結
果をもとに対
策や啓発を行
う。 

Ｂ ①毎学期に取り組ん
だあいさつ旬間で
は、相手（児童生徒
同士、施設職員、保
護者など）を意識し
たあいさつに取り
組むことができた。
縦割り班で行う活
動では学部間の交
流の場になり、互い
を思いやる気持ち
の育成に繋がった。 

②心のアンケートで
は、事前にいじめの
認識について確認
を行い、取り組んだ
。前年度より件数が
増えたが、積極的認
知による増加であ
ると捉えられる。自
己理解及び他者理
解を含めた児童生
徒同士の相互理解
が進むよう、指導・
支援していく必要
がある。 

③児童生徒向けに使
用できる教材を各
担当の先生に提供
し、活用した。保護
者に向けては、アン
ケート調査を実施
した。子どもと保護
者の意識の違いや
危機管理（フィルタ
リングサービスの
利用、家庭のルール
づくり）への課題が
明確になった。 

地域 
支援 

阿蘇郡市
地域の学
校関係機
関への支
援 
 
 
 
 
 
 
 
 

阿蘇郡市地域の学
校関係機関へ充実
した支援を提供で
きたか。 

①外来相談、巡
回相談等の
充実を図る。 

②学校関係機
関の情報と
ニーズを的
確に把握し、
支援内容の
充実を図る。 

①巡回相談に職
員を派遣し、積
極的に関わる。
これまで依頼
の少なかった
幼稚園や保育
園等にも巡回
相談に関する
広報誌を配付
し、積極的な活
用を呼びかけ
る。よりきめ細
やかな支援を

Ｂ ①本校のセンター的
機能に関する広報
誌を作成し、各市町
村の地区コーディ
ネーター会議にて
配付・説明を行った
ことでこれまで依
頼の無かった保育
園からも巡回相談
の依頼があった。巡
回相談については、
依頼時に事例の主
訴を聞き取り、実態



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行えるよう、事
前に相談事例
の情報を細か
く聞き取ると
ともに、巡回相
談の際には次
回の評価日を
決定し、継続し
た支援へと繋
げる。 

②ニーズの掘り
起こしを実施
し、それに応じ
た研修を継続
する。 

・相談校の充実
した校内支援体
制作りに参画す
る。 
・エリア会議等
を通して、高等学
校に対しても巡
回相談に関する
情報提供を積極
的に行う。 

把握を行った。その
情報を基に依頼先
のニーズに応じた
資料の準備や支援・
指導方法の提案な
ど情報提供を行う
ことができた。ま
た、巡回相談終了後
の経過について電
話による聴き取り
を行い、前回の相談
後の支援の実施状
況及び結果、課題に
ついて把握し、支援
指導方法の提案や、
追加の巡回相談等、
継続した支援へと
繋げることができ
た。 

②研修については、小
学校や高等学校か
らの依頼を受け、研
修内容のニーズを
聞き取りながら、そ
れに応じた情報提
供を行うことがで
きた。高等学校への
巡回相談について
は、エリア会議にて
情報提供を行い、授
業参観や支援会議
への参加等、昨年以
上に巡回相談を実
施することができ
た。 

校内にお
ける支援 

校内の教育活動を
充実することがで
きたか。 

児童生徒の教
育的ニーズを
的確に把握し、
個々に適した
教育活動を実
践する。 

教職員対象に、
児童生徒の実態
把握や支援指導
方法の検討等に
関する研修を計
画・実施する。ま
た、校内の巡回を
実施して、実態把
握や支援・指導方
法について情報
提供を行う。分掌
部会においても
随時各学部の事
例について情報
交換を行い、必要
に応じて、発達検
査の実施や、相談
等に応じる。 

Ｂ 研修・情報部と連携
を図っての自立活動
や個別の指導計画作
成に関する研修を行
った。センター的役割
の一つである巡回相
談についての研修や「
学びのユニバーサル
デザイン化」の取り組
みについて昨年に引
き続き紹介すること
ができた。 
校内の巡回につい

ては、重複障がい学級
の参観及び担任との
面談を行い、児童生徒
の実態把握や支援・指
導方法の検討を行う
ことができた。 

地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

総合型コ
ミュニテ
ィスクー
ルの充実 
 
 
 

総合型コミュニテ
ィスクールを推進
することができた
か。 

地域に根ざし
た学校づくり 

地域への理解
を深め、地域の教
育力を活用した
授業づくりの方
法を検討する。 

Ｂ 本年度から総合型
コミュニティースク
ールへの移行を行っ
た。地域に根ざした学
校作りを行うために、
感染症対策を行い、各
学部でできる限り地
域との交流を行った。
また、学校運営委員の
方から「信号で止まっ
てくれた車に挨拶を
する姿が見られる」な
どの意見をいただき、
交通安全に対し、意識
の向上も見られた。 

 



校内の教育活動を
充実することがで
きたか。 

児童生徒の自
立と社会参加
のためのネッ
トワーク構築 

児童生徒の頑
張りを発信する
と共に地域へ貢
献する方法を検
討する。 

Ｂ ケーブルテレビや
熊本日日新聞社、広報
、ホームページへの情
報発信を行った。学校
運営協議会では、「ケ
ーブルテレビや広報
などで活動がよくわ
かる」との意見をいた
だいた。今後、坂本善
三美術館と共同制作
の作業製品を開発す
ることで地域への貢
献を行っていく。 

研修・
情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

授業及び
指導の工
夫改善 
特別支援
教育にお
ける専門
性の向上 
 

全職員の授業力の
向上と職員研修の
充実を図ることが
できたか。 

全職員の授業
力の向上を図
り、学校評価ア
ンケートの評
価を上げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①自立活動の個
別の指導計画
を複数の職員
で作成（課題の
抽出、指導目標
及び内容の設
定）し、授業の
充実を図る。 

②授業研究会を
実施する際に、
専門的知識と
経験豊富な外
部講師を招聘
し指導助言を
仰ぐ。 

③校内授業研究
会の実施によ
り教員の授業
力の向上を図
る。ROMAN プロ
セス法を用い
た「授業研究シ
ート」を活用
し、授業を観る
視点を定めた
り、KJ 法の要領
でグループ討
議を実施した
りする。 

④新学習指導要
領に則って、学
習指導案の作
成及び授業研
究会を実施し、
授業に対する
評価を充実し
ていくことで
授業の質を高
める。 

Ｂ ①学部毎に自立活動
の個別の指導計画
を作成した。複数で
検討することで指
導の根拠が説明で
きるようになった。 

②スーパーティーチ
ャーを活用し、授業
参観及び授業研究
会での助言をいた
だいた。また、授業
者とのミーティン
グの時間を設けた
ことで充分に話し
をすることができ
た。授業者からも大
変勉強になったと
いう評価を受けた。 

③ROMANプロセス法を
活用したことで視
点を絞って協議を
進めることができ
た。また、他の授業
にも生かせる意見
を出し合うことが
できた。 

④学習指導案の作成
及び全職員への周
知を行った。指導案
の作成においては
計画通りに進まな
い部分があった。本
校の特性を踏まえ
た実現可能な計画
が必要であったと
感じている。評価に
関してはスーパー
ティーチャーより
他校の取組を聞く
ことができた。 

情報の発
信 

特別支援教育に対
する理解啓発活動
ができたか 

本校の教育活
動の理解啓発
を図る。 

ホームページ
や広報等を活用
し、学校行事や各
学部の活動や取
組を積極的に発
信する。 

Ｂ 各学部、学校生活の
様子を積極的に情報
更新することができ
た。小国郷へは広報誌
への記事の発行を定
期的に発行すること
ができた。 

情報機器
の整備 

情報機器を活用し
た授業の充実を図
ることができたか
。 

学習における
ITC 機 器 の 導
入を図る。 

学習時に活用
できるICT機器の
設定及びセキュ
リティ等を整え
る。 

Ａ 本校のみでは整備
が で き な い 部 分 を
GIGAスクール構想に
より大幅に進めるこ
とができたが、活用で
きる状態にない機器
もあるため、その整備
を行いたい。 

 
 



安全 
管理 
 
 
 
 
 
 

いのちを
守る安全
教育の推
進 
 

児童生徒の安全
確保のための環
境整備ができた
か。 

安全点検を計
画的に実施し、
早期改善を図
り、危険箇所を
０にする。 

月１回安全点
検を行うと共に、
非常用備蓄品、自
転車等の点検を
定期的に行い、危
険箇所の早期発
見、早期改善を図
る。 

Ｂ 安全点検を毎月１
日と定め職員同時に
実施した。それにより
、事務部への報告が以
前より早くなり、次月
までの早期改善がス
ムーズにできた。 

ヒヤリハット
に年間通して
継続的に取り
組む。 

教育活動中に
ヒヤリとした内
容を記録し、原因
を考察して全職
員で情報を共有
し、事故の未然防
止に努める。 

Ｃ 今年度は全職員が
ヒヤリハットを考え
る期間を設けたが、期
間の周知と徹底がで
きず、集計・周知に時
間を要した。全職員で
年間を通してヒヤリ
ハットに取り組み、事
故の未然防止に努め
られるよう改善して
いきたい。 

児童生徒行方
不明時、不審者
侵入時に迅速
な対応をとる
ことができる
ための体制を
整備する。 

安全対策マニ
ュアルを活用し、
捜索訓練、不審者
対応訓練を実施
して、緊急時には
組織的な対応を
図ることができ
るようにする。 

Ｂ 今年度は、実際に捜
索を行う場面はなか
ったが、捜索訓練等を
行い、組織的な対応が
できるように準備を
することができた。今
後も、児童生徒の安全
を守れるよう、安全対
策マニュアルの改善
等を図っていきたい。 

防災教育、防
災体制の充実
を図る。 

月１回のヘル
メット装用訓練
や全校集会での
防災教育、学期に
１回実施する避
難訓練を通し、災
害時にマニュア
ルに沿った行動
ができるように
する。また、防災
マニュアルを見
直し、本校職員に
とって実効性の
高いマニュアル
を作成する。 

Ｂ 年間を通して防災
教育を行うことがで
きた。それにより、緊
急時の対応を児童生
徒自身で対応できる
姿を見ることができ、
定着を図れた。今後も
随時マニュアルを見
直し、実効性の高いも
のを作っていきたい。 

 

４ 学校関係者評価 

 第２回学校運営協議会終了時に、学校評価を提示し説明を行った。参加された８人の委員全員か

ら、本校の取組は小国町や南小国町の広報誌やケーブルテレビなどで良く発信されていると高い評

価をいただいた。また、坂本善三美術館と協力しての共同制作の作業製品の開発や、北里柴三郎と

の共同製品の開発ができないかなど新しい提案もいただいた。 
 学校評価アンケートは、今年度も教職員、保護者、サポートセンター悠愛職員を対象に実施し
た。一昨年度からの課題であった、悠愛職員との「連携・コミュニケーション」面に対しては、
連絡等がある時にはできるだけ足を運び、顔を見ながらの丁寧な連絡に努めたことで改善されつ
つある。 
課題であった「PTA活動は充実している」の項目においては、活動自体ができなかったため、評

価は下がったが、今年度は新型コロナウイルス感染症対策として、会長様をはじめ保護者の方々
にはできる限りの説明を行ってきたことで、理解をいただき特に意見は出なかった。 

 

５ 総合評価 

 今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響による休校、感染予防策等により多くの行事を中止、
変更せざるを得なかったが、時間を短縮して定期的な登校日を設けたり、行事も内容を変えたりし
て対応を行い実施した。保護者においても深い理解を示していただき、とても協力的に対応してい
ただいた。 

〇学校教育目標及び重点目標を、全職員が常に念頭において、一年間取り組んだ。 

・児童生徒一人一人の実態に応じたきめ細かな指導 
 本年度は、自立活動で学習したことを日常生活においていかに般化できるようになるかを念頭に



置いて、取り組み、スーパーティーチャーによる指導をいただきながら実施した。 
・児童生徒の教育的ニーズに応じた教育環境の工夫 

 教務部を中心に取り組んだ。各教科等を合わせた指導の内容分析を中心に、在籍する児童生徒の
実態に応じた教育課程を編成し、学習時間や教科学習の充実をはかり、新学習指導要領に対応す

る教育課程の編成を行った。また、知的障がい児童生徒への自立活動のあり方を、内容、グルー
プ、時数等を各学部で検討を行った。重複障がい学級の自立活動の取組においては、特別支援教

育コーディネーターと連携し、指導支援の在り方について検討を行った。 

・地域の教育力を活用したキャリア教育の推進 
 新型コロナウイルス感染症の影響により、６月に予定していた高等部の現場実習が実施できなか

った。しかし、高等部３年生においては時期をずらし、個別に現場実習を行うことで、卒業後の
就労に繋げることにできた。多様なニーズに応じ、前後期合わせて６カ所の新規の現場実習先で

実習を行うことができた。進路ニュースは、就労継続支援Ａ型事業所の動向や、Ｂ型利用までの
手続き、グループホームについてなど最新情報を含めて発行した。保護者からは、もっと詳しい
情報が欲しい等の将来を見据えた意見が見られた。ＰＴＡ進路研修会は、新型コロナウイルス感

染症影響により今年度は中止としたが、子どもの将来について深く考える保護者が増えてきてい
る。現場実習報告会は高等部の保護者限定として実施した。次年度は小・中学部の保護者の参加

ができることを期待し、早い段階から進路について考える機会を提供したい。 
・学校改革の推進 

 ４月以外は、定例の職員会議は実施せず、週１回の総務会とは別に、月に１回総務会を行った。
必要な場合は、朝会と合わせて臨時に職員会議を行った。管理職が把握しておく必要があること
については、学部主事、分掌部長等より随時報告があった。また、年間通してアフターファイブ

完全実施日を月２回（年度途中より水曜日から木曜日に変更した）必ず設け、毎月末全職員分の
時間外勤務を把握した。しかし、職員間で業務の偏りが見られ、業務分担の見直し等が必要であ

る。スペースリフレッシュなど、全職員で取り組んだ。職員の意識の高まりと共に徐々に環境整
備が進んでいる。 

・保護者、悠愛との連携 

 ４月に面談週間を設定していたが、新型コロナウイルス感染症の予防のため対象児童生徒を絞っ
たり、時期をずらしたりして懇談会等を実施した。現在の状況や一年間の目標を早い時期に共有

することができた。また、丁寧な対応を心掛けたため、信頼関係を深めることができた。保護者
及び悠愛との状況に関して、年間を通して管理職への迅速な報告がなされ、大きなトラブルにな

る前に対応することができた。学校評価アンケート結果については、保護者、悠愛とも概ね好評
価をいただいたが、一部の保護者、悠愛職員に、学校の取組が「わからない」に評価を付けられ
た方がいた。次年度も、学校の取組を理解していただけるように情報提供、共有を進めていく。 

・総合型コミュニティースクールに関する取組 
 本年度から総合型コミュニティースクールに移行した。本校のイメージ図を示し、地域に根ざ
した学校、地域に貢献できる学校を目指し、小国町、南小国町等関係機関との連携を図ること
ができた。今後も、地域の学校としての総合型コミュニティースクールに取り組んでいく。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

・次年度においては、本年度まで取り組んだ自立活動のテーマをさらに深めるとともに、新学習指

導要領に対応した教科学習のあり方についても深め研究発表を行う予定である。そのためにも計

画的に研修の場を設け、積極的にお互いの授業を見合うことで、専門性の向上に努めたい。また、

次年度も、阿蘇郡市特別支援教育研究会と連携を深めていきたい。 

・研修関係では、今年度はコロナウイルス感染症のため、出席依頼ができず、研修開催の在り

方（講師：医療関係者）に課題があった。次年度以降、研修のオンライン化や講師の検討を

行っていく。 

・校内の研修では、いつ・誰が・どんなことをするのかを明確に伝えていく。 

・ICT機器に関しては、Wifi環境整備関連工事ができなかったが、GIGAスクール構想の取組に則

り、まずは教員が積極的にICTを活用していく。 

・観点別評価の様式を設定したが、それを活用した学習評価の徹底はできなかった。次年度は

、改めて観点別評価に関する研修を早い時期に計画し、改善を図る。 

・施設入所者が６～７割の本校において、保護者とサポートセンター悠愛と本校との連携は不可

欠である。今後も継続し、発展的な連携を図っていきたい。 

・次年度においても、新しい生活様式の徹底を講じていかなければならない。 

今年度、多くの成果を得ることができた。次年度も、継続発展させることを基本として取り組ん

でいきたい。 

 


